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新潟市障がい福祉課指定係
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１ 児童指導員等加配加算の見直し
【児童発達支援・放課後等デイサービス】
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１児童指導員等加配加算の見直し
(１)児童指導員等加配加算（見直し）

【児童指導員等加配加算とは】
・本加算は、常時見守りが必要な障がい児への支援や障がい児の家族
等に対して障がい児の関わり方に関する助言を行う等の支援の強化を
図るために、基準の人員（基準人員）に加え、児童指導員等又はその
他の従業者を配置している場合において、配置形態（常勤専従・常勤
換算）及び従業者の児童福祉事業等に従事した経験年数に応じて算定
する加算
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【要件】
・算定に必要となる従業者（基準人員）に加え、児童指導員等又はその
他の従業者を１以上配置（常勤専従又は常勤換算）していること
※配置形態（常勤・非常勤）や経験年数によって、加算単位が異なります
※重ねて専門的支援体制加算を算定する場合には、さらにもう１以上配置（常勤換算）

が必要です。
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児童発達支援事業所（障害児）
児童指導員等を配置
常勤専従・経験５年以上 区分に応じて７５〜１８７単位／⽇
常勤専従・経験５年未満 同 ５９〜１５２単位／⽇
常勤換算・経験５年以上 同 ４９〜１２３単位／⽇
常勤換算・経験５年未満 同 ４３〜１０７単位／⽇

その他の従業者を配置 ３６〜９０ 単位／⽇

【改定後】

１児童指導員等加配加算の見直し
（２）児童指導員等加配加算の要件



【算定に必要となる従業者（基準人員）】
・児童発達管理責任者
・障がい児に対して一定の割合で配置する必要がある児童指導員
又は保育士など

※事業所の態様や定員等により、基準人員の職種や員数は異なり
ます
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１児童指導員等加配加算の見直し
（２）児童指導員等加配加算の要件



【加算が算定できない場合】
① 基準人員に欠員が出ている
…児童指導員又は保育士が「営業時間を通じて必要な人数」及び

「うち一人以上は常勤」を満たしていない場合や、児童発達管理
責任者が配置されていない期間など、基準人員に欠員が出ている
場合は、加配加算を算定できません。

※例えば、児童指導員や保育士を指定基準で置くこととしている
員数＋１の配置がされていても、児童発達支援管理責任者に欠如
が生じている等の場合は、本加算を算定することはできません
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１児童指導員等加配加算の見直し
（３）加算算定時に注意すべき事項



【加算が算定できない場合】
② 定員超過により、児童指導員等の加配が月単位で１以上

配置を満たせない

…１月の間に定員を超過する⽇があり、本来加配に充てよう
としていた児童指導員等を基準人員に充てなければならず、
児童指導員等の加配が月単位で１以上の配置を満たせない
場合は加算を算定できません
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１児童指導員等加配加算の見直し
（３）加算算定時に注意すべき事項



児童指導員等加配加算を算定される際は、次の書類を合わせて
提出ください。

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
・児童指導員等加配加算に関する届出書
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１児童指導員等加配加算の見直し
（４）届出について



※児童指導員等加配加算の加配が適正に行えているかについては、届出書及び勤務形態一覧
表を使用して、基準人員に加えて加配の職員が１以上配置されているかを確認した上で、加
算の届出を行ってください。

１児童指導員等加配加算の見直し
（４）届出について
【従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 記載例について】

記載例

①基準人員を配置が適
正に行えているかを確
認すること
※ピンクは基準人員

②各加算ごとに加配が
できているかを確認す
ること
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③常勤専
従で加配
配置する
場合には、
加配の職
員は基準
人員には
なれない



「基準人員の総数A」には、児発管
を含む総数を記載してください。
定員数や様態によって基準人員の数
は異なります。

①の表での「従業者の総数B」は、
児発管を含む従業者の実人数を記
載します。常勤換算ではありませ
ん。

算定区分に応じて①か②の表どち
らかに従業者の数を記載します。

例１）ウ.常勤換算・経験５年以上
を算定する場合は、②の表に記載
する。
例２）イ.常勤専従・経験５年未満
を算定する場合は、①の表に記載
します。

②の表は、基準人員の総数A以外
は常勤換算で記載します。
最後にBーAを行い、常勤換算1.0
以上あるかを確認してください。
こちらも「基準人員の総数A」及
び「従業者の総数B」には、児発
管を含む総数を記載します。

記載例
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１児童指導員等加配加算の見直し
（４）届出について
【児童指導員等加配加算に関する届出書 記載例について】



２ 専門的支援加算・特別支援加算見直し
【児童発達支援・放課後等デイサービス】
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【専門的支援体制加算及び専門的支援実施加算とは】
理学療法士等による支援が必要な障害児への専門的な

支援の強化を図るために、基準の人員に加え、理学療法
士等の専門職員を配置している場合（体制加算）及び、
専門職員による個別・集中的な支援を計画的に実施した
場合（実施加算）に、それぞれ算定する加算
(両加算を併せてとることが可能）
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２ 専門的支援加算・特別支援加算見直し
（１）専門的支援体制加算及び専門的支援実施加算（見直し）



【専門的支援体制加算】
基準の人員に加え、専門職員として理学療法士等を１以上配置（常勤換

算）していること
理学療法士等…理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士、児童指

導員、心理担当職員（心理学修了等） 又は視覚障害児支援担当職員（研修
修了等）
（※）保育士として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る
（※）児童指導員として５年以上児童福祉事業に従事したものに限る
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２ 専門的支援加算・特別支援加算見直し
（２）主な要件

【国QA_vol.１_15問より】
専門的支援体制加算における「児童福祉事業」に従事した経験年数については、特別支援学校、特別
支援学級及び通級による指導における教育の経験は含まれない。なお、幼稚園（特別支援学校に限ら
ない）は含まれる。



＜専門的支援実施加算＞
・理学療法士等を配置（常勤換算でなく単なる配置で可。基準人
員等によることも可）し、個別支援計画を踏まえ、理学療法士等
が、専門性に基づく評価・計画に則った５領域のうち特定（又
は複数）の領域に重点を置いた支援を行うための専門的支援実施
計画を作成し、当該計画に基づき支援を行うこと。
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２ 専門的支援加算・特別支援加算見直し
（２）主な要件



専門的実施加算について、当該事業所における対象児の月利用⽇数に応じて月の算定限度回数を設定

児童発達支援：限度回数４回（月利用⽇数１２⽇未満の場合）
同６回（同１２⽇以上の場合）

放課後等デイサービス：
限度回数２回（月利用回数６⽇未満の場合）

同４回（同６⽇以上１２⽇未満の場合）
同６回（同１２⽇以上の場合）
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【国QA_vol.5_問４より】
１月あたりの算定回数の上限は、事業所間で通算されず、事業所ごとに上限回数がカウント可能
である

２ 専門的支援加算・特別支援加算見直し
（３）算定回数について



【専門的支援体制加算】
専門的支援体制加算を算定される際は、次の書類を合わせて提

出ください。

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
・専門的支援体制加算に関する届出書
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２ 専門的支援加算・特別支援加算見直し
（４）届出について
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３
６.0
1.0

３.0

②「従業者の総数B（常勤換算）」は、児発
管を含む従業者の総数を常勤換算で記載しま
す。

①「基準人員の総数A」には、児発管を含む
総数を記載してください。
定員数や様態によって基準人員の数は異なり
ます。

「算定に必要となる従業者」とは、障害児
に対して一定の割合で配置する必要がある
児童指導員又は保育士のみを指すのではな
く、指定基準に定める全ての職種を指した
ものです。よって、例えば、児童指導員や
保育士を指定基準で置くこととしている員
数＋１の配置がされていても、児童発達支
援管理責任者に欠如が生じている等の場合
は、本加算を算定することはできない点に
留意ください。

○○放課後等デイサービス

２ 専門的支援加算・特別支援加算見直し
（４）届出について

【専門的支援体制加算に関する届出書の記載例について】
記載例



19

３ 関係機関との連携の強化（関係機関連携加算の見直し）
【児童発達支援・放課後等デイサービス】



関係機関連携加算（見直し）
こどもと家族に対する包括的な支援を進める観点から、障害児が⽇々通う保育所や学校等
や、障害児の状況等により連携が必要な児童相談所やこども家庭センター、医療機関等そ
の他関係機関（※）との情報共有や連絡調整などの連携を行った場合に算定する加算

３ 関係機関との連携の強化（関係機関連携加算の見直し）

【国QA_vol.2_問３より】
関係機関連携加算（Ⅲ）の連携先として示されている「その他の関係機関」とは、保健師との連携
を図る機会が多いことが想定されるため、保健所、保健センターなどが想定される。

留意事項通知〔第二の２（１）⑮の２〕
○関係機関連携加算の取扱い
（五）その他

エ 関係機関連携加算（Ⅰ）〜（Ⅳ）までのいずれの場合においても、障害児が複数の障害児
通所支援事業所等で支援を受けている場合には、事業所間の連携についても留意するととも
に、当該障害児が障害児相談支援事業を利用している場合には、連携に努めること。なお、
他の障害児通所支援事業所等との連携については加算の対象とはしないものであること。
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３ 関係機関との連携の強化（関係機関連携加算の見直し）
【児童発達支援・放課後等デイサービス】

【改定後の単位数】

※①保育所や学校等との個別支援計画に関する会議を開催し、連携して個別支援計画を
作成等した場合
②保育所や学校等との会議等により情報連携を行った場合
③児童相談所、医療機関等との会議等により情報連携を行った場合
④就学先の小学校や就職先の企業等との連絡調整を行った場合
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関係機関連携加算
関係機関連携加算（Ⅰ） ２５０単位／回（月１回を限度）…① 現行どおり

関係機関連携加算（Ⅱ） ２００単位／回（月１回を限度）…② 新
関係機関連携加算（Ⅲ） １５０単位／回（月１回を限度）…③ 新
関係機関連携加算（Ⅳ） ２００単位／回（１回を限度） …④ 現行どおり



【主な要件】

①あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得ること
②関係機関との⽇常的な連携体制の確保に努めること
③保育所や学校等との個別支援計画の作成又は見直しに関する会議を開催し、
連携して個別支援計画を作成等すること （加算（Ⅰ））【現行どおり】

④保育所や学校等と児童の心身の状況や生活環境等の情報共有のための会議
を開催又は参加し、情報共有・連絡調整を行うこと（加算（Ⅱ））【新】

⑤児童相談所、こども家庭センター、医療機関等と、情報共有のための会議
を開催又は参加し、情報共有・連絡調整を行うこと（加算（Ⅲ））【新】

⑥就学先の小学校や就職先の企業等との連絡調整・相談援助を行うこと
（加算（Ⅳ））【現行どおり】

３ 関係機関との連携の強化（関係機関連携加算の見直し）
【児童発達支援・放課後等デイサービス】

22



23

４ 医療的ケア児に対する入浴支援の評価
【児童発達支援・放課後等デイサービス】



こどもの発達や⽇常生活、家族を支える観点から、医療的ケア児や重症心身障害児に、発
達支援とあわせて入浴支援を行った場合に算定する加算

【ポイント】
○浴槽を使用した部分浴の場合は算定可。清拭のみの場合は算定不可。シャワー浴は洗身を行う
場合には算定可（単にシャワーを浴びせるだけの場合は算定不可）

【国QA_vol.2_問2より】
給付決定保護者から費用の徴収を行うに当たっては、障害児通所給付費等の対象となっている

サービスとの間に重複関係がないことが求められることから、事業所が入浴支援加算を算定して
いる場合は、入浴に係る費用について保護者から実費として支払いを受けることはできない。

４ 医療的ケア児に対する入浴支援の評価【児童発達支援・放課後等デイサービス】
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入浴支援加算 (新設) 
児童発達支援 ５５単位／回（月８回を限度）
放課後等デイサービス ７０単位/回（月８回を限度）

【入浴支援加算】（新設）

【改定後】



５ 家族支援の充実
（家庭連携加算・
事業所内相談支援加算の見直し）

【児童発達支援・放課後等デイサービス
居宅訪問型児童発達支援
保育所等訪問支援】
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５ 家族支援の充実
（家庭連携加算・事業所内相談支援加算の見直し）

（１）家族支援加算（児童発達支援・放課後等デイサービス）
【家族支援加算とは】
障害児の家族（きょうだいを含む。）等に対して、加算(Ⅰ)は、訪問、事業所等での対面若しくはオ
ンラインで個別に、加算(Ⅱ)は、事業所等での対面若しくはオンラインでグループにより、相談援助
等を行った場合に算定する加算
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家族支援加算（Ⅰ）
（月４回を限度）

居宅を訪問（所要時間１時間以上） ３００単位／回

居宅を訪問（所要時間１時間未満） ２００単位／回
事業所等で対面 １００単位／回
事業所等で対面 ８０単位／回

家族支援加算（Ⅱ）
（月４回を限度）

事業所等で対面 ８０単位／回

オンライン ６０単位／回

家族支援加算（Ⅰ）…入所児童の家族（きょうだいを含む）に対して個別に相談援助等を行った場合
家族支援加算（Ⅱ）…入所児童の家族（きょうだいを含む）に対してグループでの相談援助等を行った場合

【改定後】
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５ 家族支援の充実
（２）家族支援加算

（居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援）

家族支援加算（Ⅰ）
（月２回を限度）

居宅を訪問（所要時間１時間以上） ３００単位／回

居宅を訪問（所要時間１時間未満） ２００単位／回
事業所等で対面 １００単位／回
事業所等で対面 ８０単位／回

家族支援加算（Ⅱ）
（月４回を限度）

事業所等で対面 ８０単位／回

オンライン ６０単位／回

家族支援加算（Ⅰ）…障害児の家族（きょうだいを含む）に対して個別に相談援助等を行った場合
家族支援加算（Ⅱ）…障害児の家族（きょうだいを含む）に対してグループでの相談援助等を行った場合

※居宅訪問型児童発達支援においては、加算（Ⅰ）は、訪問⽇以外の⽇に行った場合に限る



【主な要件】
①あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得た上で、個別支援計
画に位置付けて、従業者が計画的に実施すること
②相談援助は３０分以上行うこと（訪問は短時間でも相談援助を
行う必要がある場合や家族側の事情による場合は３０分未満も可。
事業所等・オンラインは３０分未満の場合は算定不可）
③相談内容の要点等に関する記録を行うこと
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５ 家族支援の充実
（家庭連携加算・事業所内相談支援加算の見直し）

（３）主な要件



④オンラインの場合、原則としてカメラ有で実施すること（家族
側の通信環境等の事情によりやむを得ない場合にはこの限りでな
い）
⑤グループでの相談援助については、最大８世帯までを１組とし
て行うこと。なお、グループでの相談援助はペアレントトレーニ
ングや保護者同士のピアの取組を想定しており、当該トレーニ
ングの知識や、家族への支援等に一定の経験を有する職員の下で
行うことが望ましい
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５ 家族支援の充実
（家庭連携加算・事業所内相談支援加算の見直し）

（３）主な要件



⑥児発・放デイ・保育所等訪問支援との多機能型事業所である場
合には、同一の児に係る家族支援について、各サービスに係る家
族支援加算の算定回数は通算するものとし、その合計数は月４回
を限度とすること
⑦居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援の多機能事業所
で当該サービス利用の場合、加算（Ⅰ）は月２回を限度とする
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５ 家族支援の充実
（家庭連携加算・事業所内相談支援加算の見直し）

（３）主な要件



６ 支援場面等を通じた家族支援の評価
【児童発達支援・放課後等デイサービス】

31



32

６ 支援場面等を通じた家族支援の評価
（１）子育てサポート加算（新設）

【子育てサポート加算とは】

障害児の家族の障害特性への理解と養育力の向上につなげる観
点から、家族に支援場面の観察や参加等の機会を提供した上で、
こどもの特性や、特性を踏まえたこどもへの関わり方等に関して
相談援助等の支援を行った場合に算定する加算
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６ 支援場面等を通じた家族支援の評価
（２）主な要件

【主な要件】

① あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得た上で、個別支援
計画に位置付けて、従業者が計画的に実施すること

② 障害児への指定児童発達支援とあわせて、障害児の家族等に
対して、支援を行う場面を観察する機会、当該場面に参加する機
会その他の障害児の特性や特性を踏まえたこどもへの関わり方
に関する理解を促進する機会を提供するとともに、それとあわせ
て相談援助等を行うこと



６ 支援場面等を通じた家族支援の評価
（２）主な要件

③ 「機会の提供」について、児童発達支援を提供する時間帯を通じて、
家族等が直接支援場面の観察や参加等をしていることを基本とする。ただ
し、障害児の状態等から、家族等が直接支援場面に同席することが難しい
場合には、マジックミラー越し等により、支援場面を観察しながら、異な
る従業者が相談援助等の支援を行っても差し支えない

34

【国QA_vol.6_問２より】
支援を提供する時間帯を通じて、家族等が直接支援場面の観察や参加等をしていることを基本。
ただし、支援時間が⻑時間に渡る場合には、あらかじめ保護者との間で、本加算の算定に係る相

談援助等の取組が必要となる場面（活動等）を調整することなどにより、当該相談援助等を計画的
に実施することは差し支えない。なお、個の場合であっても、３０分以上確保する必要があること
に留意すること。
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【国QA_vol.6_問３より】
障害児の状態等から、家族等が直接支援場面に同席することが難しい場合には、マジックミラー越
しやモニターによる視聴により、支援場面を観察することも可能としているところ。一方、本加算
の算定に係る支援については、家族が直接支援場面の観察や参加する等の機会に、家族等と支援者
が協働して障害児の特性やその特性を踏まえたかかわり方に関する理解の促進に取り組むことが重
要であるため、遠隔（オンラインのライブ配信形式等）を前提とした支援は想定していない。

③ 「機会の提供」について、児童発達支援を提供する時間帯を通じて、家族等が直接支援場面の観
察や参加等をしていることを基本とする。ただし、障害児の状態等から、家族等が直接支援場面に
同席することが難しい場合には、マジックミラー越し等により、支援場面を観察しながら、異なる従
業者が相談援助等の支援を行っても差し支えない

【国QA_vol.6_問４より】
児童発達支援管理責任者が相談援助を行った場合にも算定が可能。

６ 支援場面等を通じた家族支援の評価
（２）主な要件



④ 「相談援助等」について、従業者による一方的な説明や指示、複数の障害児
及び家族等に対する一⻫指示、支援内容を報告するのみではなく、障害児及び家
族ごとの状態を踏まえて個別に障害児の状況や支援内容に関する説明と相談対応
を行うなど、個々の障害児及び家族にあわせて丁寧に支援を行うこと
⑤ 複数の障害児及び家族等に対してあわせて支援を行う場合には、障害児及び
家族ごとの状態に応じた支援が可能な体制を確保し支援を実施すること。従業者
１人があわせて行う相談援助は、最大５世帯程度までを基本とする
⑥ 家族等への支援内容の要点等に関する記録を行うこと
⑦ 子育てサポート加算を算定する時間帯に行う相談援助等について、家族支援
加算は算定できない
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６ 支援場面等を通じた家族支援の評価
（２）主な要件
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７ 預かりニーズへの対応
（延⻑支援加算の見直し）
【児童発達支援・放課後等デイサービス】



【改定後】

【延⻑支援加算とは】
発達支援に加えて、支援の前後に預かりニーズに対応した支援（延⻑支

援）を計画的に行った場合に算定するもの

(※）延⻑時間30分以上１時間未満の区分は、利用者の都合等で延⻑時間が
計画よりも短くなった場 合に限り算定可

38

７ 預かりニーズへの対応（延⻑支援加算の見直し）
（１）延⻑支援加算（見直し）

対象者/時間 １時間以上
2時間未満

２時間以上 30分以上
１時間未満（※）

障害児 92単位/⽇ 123単位/⽇ 61単位/⽇

重症児
医ケア児

192単位/⽇ 256単位/⽇ 128単位/⽇



【主な要件】
①支援時間が５時間（放デイ平⽇は３時間）である児を受け入
れることとしていること
②運営規程に定められている営業時間が６時間以上であること
（放デイ平⽇は除く）
③障害児本人の状態又は家族の事情、保育所等の子育て支援に
係る一般施策での受入先が不足している等の延⻑支援が必要な理
由を確認するとともに、あらかじめ保護者の同意を得ること

39

７ 預かりニーズへの対応（延⻑支援加算の見直し）
（２）主な要件



④上記の支援時間による支援の前後に、個別支援計画に位置付け
て（※）延⻑支援（１時間以上）を行うこと
（※）支援が必要な理由、延⻑支援時間

40

７ 預かりニーズへの対応（延⻑支援加算の見直し）
（２）主な要件

〇延⻑支援時間は１時間以上で設定すること。支援の前後ともに延⻑支援を行う場合はいずれも１
時間以上とすること

○算定は実際に要した延⻑支援時間の区分で算定する。ただし、あらかじめ定めた時間よりも⻑く
なった場合は、あらかじめ定めた時間で算定する。児童又は保護者の都合により延⻑支援時間が
１時間未満となった場合は、１時間未満の区分での算定が可能（この場合でも30分以上の支援時間
であることが必要）



⑤延⻑支援を行う時間帯に職員を２（対象児が10人を超える場
合は、２に10又はその端数を増すごとに１を加えて得た数）以
上配置していること
（うち１以上は基準により置くべき職員（児発管含む）とする
こと。医療的ケア児の場合には看護職員等を配置すること）
⑥延⻑支援を行った場合、実際に要した延⻑支援時間の記録を
行うこと

41

７ 預かりニーズへの対応（延⻑支援加算の見直し）
（２）主な要件
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７ 預かりニーズへの対応（延⻑支援加算の見直し）
（３）留意事項など
【国QA_vol.3_問１より】
問１ 個別支援計画に位置付けた支援時間（例：14：00〜17：00の3時
間）について、利用者都合により開始時間が遅れた（例：15：00から利用
開始）場合、当初個別支援計画に位置付けていた延⻑支援（例：17：00〜
18：00）はどのように取り扱うか。
（答）
○基本報酬については、利用者都合により計画に定めた提供時間より実際
に支援に要した時間が短くなった場合には、計画に定めた提供時間で算定
することとしている。
○そのため、問１の場合には、基本報酬については計画に定めた提供時間
で算定することが可能であるとともに、延⻑支援についても、個別支援計
画において定められている時間を基準として、実際に支援に要した時間に
基づき算定することが可能である。



〇延⻑支援を計画的に行う中で、予定していた⽇以外に緊急的に生じた
預かりニーズに対応するために延⻑支援を実施した場合にも算定が可能
（当該理由及び 延⻑支援時間について記録）。急な延⻑支援を行う状
況が継続する場合には、速やかに個別支援計画の見直しを行うこと
〇主として重症心身障害児を通わせる事業所で支援を受けている重症
心身障害児や共生型事業所等で支援を受けている障害児については、基
本報酬において時間区分を設けていないため、従前のとおり、事業所の
営業時間（８時間以上）の前後で支援が行われた場合に、その支援時間
に応じた加算となる（ただし、 当該時間帯の体制については、職員２
名以上（うち１名は人員基準により置くべき職員）であることを求める
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７ 預かりニーズへの対応（延⻑支援加算の見直し）
（３）留意事項など
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８ 不登校児への支援の充実
【放課後等デイサービス】



【個別サポート加算（Ⅲ）】（新設）
放課後等デイサービスにおいて、不登校の状態にある障害児について、学
校及び家族等と緊密に連携を図りながら放課後等デイサービスを行った場
合に算定する加算

【対象となる児童】不登校の状態にある障害児とは、「何らかの心理的、情緒的、身体
的あるいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくともできない状況にあ
るため、⻑期間継続的もしくは断続的に欠席している児童（病気や経済的な理由による
者は除く）」であって、学校と情報共有を行い、事業所と学校の間で、 緊密な連携を図
りながら支援を行うことが必要と判断された児童とする

【参考】令和６年４月２２⽇事務連絡「個別サポート加算（Ⅲ）の創設と取扱いについて」より
本加算は、障害児通所給付費の給付決定を受けている放課後等デイサービスを利用して

いる障害児が、不登校の状態となっている場合における支援を対象としているものであり、
不登校の状態のみをもって障害児通所給付費の対象とする趣旨のものではないことに留意
すること。

８ 不登校児への支援の充実
（１）個別サポート加算（Ⅲ）（新設）
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【主な要件】
①あらかじめ保護者の同意を得た上で、個別支援計画に位置づけて
支援を行うこと。個別支援計画の作成に当たっては、学校と連携し
て作成を行うこと
②学校との情報共有を、対面又はオンラインで、月に1回以上行う
こと。その要点について記録を行い学校に共有すること（当該連携
について関係機関連携加算(Ⅰ)(Ⅱ)の算定は不可）
③家族への相談援助（居宅への訪問、対面、オンラインいずれの方
法でも可）を月に1回以上行うこと。障害児や家族の意向、状況の
把握と、支援の実施状況等の共有を行い、その要点について記録を
行うこと（当該相談援助について家族支援加算の算定は不可）

８ 不登校児への支援の充実
（２）主な要件
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④学校との情報共有において、障害児の不登校の状態について確
認を行い、障害児等の状態や登校状況等を考慮した上で、学校と
事業所との間で本加算による支援の継続の要否について検討を行
うこと（その結果、本加算による支援を終える場合であっても、
その後の支援において学校との連携に努めること）
⑤市町村（教育担当部局又は障害児支援担当部局）から、家庭
や学校との連携状況や、障害児への支援の状況等について確認が
あったときは、当該状況等について回答すること

47

８ 不登校児への支援の充実
（２）主な要件



９ 訪問支援員特別加算の見直し
【保育所等訪問支援】
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【訪問支援員特別加算とは】
障害児通所支援事業、障害児相談支援事業若しくは障害児入所施
設等の従業者等として一定の業務従事歴がある者を配置し、当該
者が指定保育所等訪問支援を行った場合に算定をする加算

49

９ 訪問支援員特別加算の見直し
（１）訪問支援員特別加算（見直し）

※配置のみではなく、当該者が訪問支援を行う必要があることに留意



【要件】
＜訪問支援員特別加算（Ⅰ）＞
次ページの➀若しくは②に規定する期間が10年以上の者又は

③に規定する期間が５年以上の者を配置し、当該者が保育所等に
訪問して支援を行うこと
＜訪問支援員特別加算（Ⅱ）＞
次ページの➀若しくは②に規定する期間が５年以上の者又は③

に規定する期間が３年以上の者を配置し、当該者が保育所等を訪
問して支援を行うこと
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９ 訪問支援員特別加算の見直し
（２）要件



➀ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士又は看護職員の資格を取得後、
障害児に対する 直接支援の業務、相談支援の業務その他これらに準ずる業務に
従事した期間
② 児童指導員、児童発達支援管理責任者、サービス管理責任者、心理担当職員又
は相談支援専門員として配置された⽇以後、障害児に対する直接支援の業務、相
談支援の業務その他これらに準ずる業務に従事した期間
③ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士若しくは看護職員の資格を取得
後又は児童指導員、児童発達支援管理責任者、サービス管理責任者、心理担当職
員若しくは相談支援専門員として配置された⽇以後、指定保育所等訪問支援等
（指定保育所等訪問支援のほか、自治体の事業に基づき、地域の障害児通所支援
事業所に対して助言・援助を行う業務を含む）の業務に従事した期間
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９ 訪問支援員特別加算の見直し
（２）要件



【国QA_vol.1_問51より】
○ 業務従事歴については、雇用形態や１⽇あたりの勤務時間数は問
わないが、１年あたり１８０⽇以上の勤務を想定している。
○ 保育所等訪問支援等の業務に従事した期間については、訪問支援
を実施した⽇が１年あたり６０⽇以上あることを想定している。
○ 本加算においては、資格取得やその職種で配置される以後の経験
をカウントするものとし、それ以前の経験は含まない。
【国QA_vol.1_問5２より】
「障害児に対する直接支援の業務、相談支援の業務その他これらに準
ずる業務」の従事歴については、医療機関や教育現場での医療的ケア
児や障害児に対する業務経験は含まれる。
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９ 訪問支援員特別加算の見直し
（３）留意事項等


